
 

 

 

 

 

日本記者クラブ 

シリーズ企画「３．１１大震災」 

原発再稼働と日本のエネルギー政策 

 
荒井聡 民主党原発事故収束対策ＰＴ座長 

２０１２年４月１８日 

 

北海道電力泊原発をのぞく国内すべての原発が運転を停止、再稼働問題に決着
がつかない中、民主党原発事故就職対策プロジェクトチームの荒井聡座長らが再
稼働問題に対する緊急提言を４月１０日に発表した。 

これまでの「我が国の原子力政策は欠陥だらけだった」と制度上の不備を指摘。
スリーマイル島やチェルノブイリ事故の教訓から学ぶべきだ、とした。 

再稼働の前提条件として、①国会事故調・政府事故調の原因究明を待ちその知
見を再稼働の判断に取り入れること、②原子力規制庁の創設、③原発から３０キ
ロ圏内の避難計画の策定、④免震重要棟の設置、⑤「ベント管の設置」あるいは
「放射性物質の除去フィルター設置」を挙げた。 

「見える化政策」による省エネ促進など需要側の抑制と、稼働していない火力
発電所を動かすことなど供給側の増強により、今夏の電力需給ギャップはかなり
解消できるのではないかとの見解を示した。 

 

 

 

 

 

司会：川村晃司 日本記者クラブ企画委員（テレビ朝日コメンテーター） 

 

 

日本記者クラブ Youtube チャンネル  

http://www.youtube.com/watch?v=Ss50_CQblxw&feature=plcp&context=C4e9bd8cVDvjVQa1PpcFOh

oCUHTH99N2SsKdFjxzdtw8vyYll1CfA%3D 

 

 

※巻末に使用した資料があります。 

 

○C 公益社団法人 日本記者クラブ

 
 

http://www.youtube.com/watch?v=Ss50_CQblxw&feature=plcp&context=C4e9bd8cVDvjVQa1PpcFOh
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司会 （川村晃司・企画委員）それでは、お

待たせいたしました。シリーズの「3.11 大震

災」、原発再稼働問題ということで、本日は民

主党の原発事故収束対策プロジェクトチーム

の座長を務めております荒井聡・元国家戦略担

当大臣をお招きしました。いま民主党の中で非

常に大きな問題となっている、いわば党内でも

多少意見が分かれている大飯原発の再稼働問

題についてお聞きします。これに関して、4月

10 日に荒井座長は、原発再稼働問題に関する

緊急提言をまとめられております。その提言の

内容を含めて、日本の今後のエネルギーの基本

政策について、どのように原発事故収束対策プ

ロジェクトチームとしてお考えになっている

のか、ということを詳しくお話をしていただき

まして、その後で会場からの質問を受けたいと

思います。 

お手元に、「原発再稼働問題と日本のエネル

ギー政策について」という綴じ込みの資料が渡

っていると思いますけれども、ご参考にしてく

ださい。 

それでは、荒井先生、よろしくお願いいたし

ます。なお、おくれましたけれども、私、本日

の司会進行をさせていただきます当クラブ企

画委員の、テレビ朝日の川村でございます。よ

ろしくお願いします。 

 

荒井議員 こんにちは。衆議院議員の荒井聡

でございます。 

皆さんのお手元に、資料をお配りしました。

1 枚目がレジュメで、2 枚目が緊急提言の中身

であります。4枚目のペーパーが、このままで

いくと、40 年廃炉という原則でいくと、原子

力発電による発電量がどういうふうに変化す

るかということを書いたものです。これはまた

皆さんにお話をしたいと思います。5枚目の資

料が、いま、使用済み核燃料は一体どういうふ

うになっているのかということを、各原子炉ご

とに記載したものであります。6枚目が、こと

しの夏の電力需給がどういうふうな状況にな

っているかということをお聞きした資料でご

ざいます。 

私たちのエネルギーＰＴとは違う、原子力事

故収束ＰＴは、その前に原子力事故の影響プロ

ジェクトチームという形で、昨年の 4月の末に

発足をいたしました。そのときに、正直なとこ

ろをいうと、本邦初の重大な原発事故でありま

すから、しかも幅が相当広いということで、プ

ロジェクトチームの座長を引き受けるのがい

ませんでした。そこで、私のところに振ってき

たときに、菅政権で起きた最大のというか、あ

るいは日本の政府の中の最大の事故だろうと

いうこともあって、それでは、お受けしましょ

うということで引き受けました。 

 

穴だらけの原子力政策 

 

約 1 年間仕事をしてみて、日本の原子力政策

――自民党時代が多いんですけれども――と

いうのが穴だらけだった。その穴だらけのとこ

ろを、今度の原発の事故というのは明確に示し

たというか、あからさまに示した。それを補っ

ていく法制度、体制をつくるのに四苦八苦した

1年間だったと思います。その話を、最初にさ

せていただきたいのです。 

レジュメの１に「欠陥だらけの我が国の原子

力政策」と書きました。これは日本の原発は安

全だというところからスタートし、安全だから

シビアアクシデントについては対応する必要

がない。そういう論理で、シビアアクシデント

対策というのは全くといってなされていませ

んでした。 

例えば、無過失・無限責任ということをうた

っている原子力損害賠償法というのは、これは

1,200 億円が限度額です。つまり、1,200 億円

以上の損害事故は発生しないということを前

提としているわけであります。しかし、今回の

原発事故は、約 5 兆円、あるいは 10 兆円ぐら

いになるだろうというふうにいわれておりま

すから、とてもとても損害賠償法という法律で

は適用できない。ということで、私たちが最初

に取り組んだのは、賠償支援機構法という、新

たに国が損害賠償の支援をしていく法律をつ

くらざるを得ませんでした。 
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この法律も、つくるに当たって相当な党内対

立がございました。一方は、東京電力の主張で、

これは天変地異であると。原子力損害賠償法の

中に書いてある３条但し書きに相当する天変

地異であるから、東京電力には責任はないのだ。

したがって、補償はしなくていいのだ、という

主張。いやいや、東京電力は実質的に倒産状態

だから、法的な倒産をさせるほうがいいのだ、

その法的な倒産をさせたうえで、東京電力の財

産処分をし、その処分額をもって補償に充てる

べきだ、というような、これはどちらかという

と官邸に強かった意見でありました。こういう

左から右までの極端な意見を対象にしながら、

取り組んでまいりました。 

 

「安全神話」の根拠 

 

もう少し詳しくいいますと、そのときの議論

でつくづく思いましたのは、天変地異説という

のはどこから来たのか。法律の中にも「天変地

異」と書いてあるんですけれども、この天変地

異説は何から来たのかというと、1970 年代に

アメリカで、ラスムッセンレポートというのが

出てまいります。このラスムッセンレポートに、

原発の重大事故は、巨大隕石が落ちるぐらいの

確率でしかないのだ、ということが書かれてあ

って、1 万年に 1 回とか 10 万年に 1 回ぐらい

しか重大事故は起きない、というのが結論であ

りました。 

アメリカはこれに基づいて原子力政策を実

行するわけですが、このレポートができて 5

年ぐらいたってスリーマイル島事故、それから

7～8 年たってチェルノブイリ事故が起き、こ

のラスムッセンレポートは、アメリカでは全く

間違えた推論だ、という結論が出たのです。 

ところが、日本では、このラスムッセンレポ

ートの安全神話というのが日本に持ち込まれ

まして、そのまま日本に根づいてしまった。あ

の事故が起きたのは、アメリカとソビエトであ

って、日本の技術というのは違う、ということ

から、安全神話が根づいてしまうわけでありま

す。そんなことがこの間の検討でわかったので

す。 

レジュメの１.の②に書いてありますが、驚

くなかれ、放射能汚染をどこの官庁が所管する

のかということに関して、法律がなかったとい

うことなのです。どこの官庁も所管官庁ではな

い。そういう驚くべきことが、去年の 6月ぐら

いにわかりました。放射能の汚染が相当進んで

いるということがわかったんですが、除染処理

をどこが計画を立てたり、だれが責任を持った

りするのだというと、どこの省庁も逃げ回って

いるのです。 

とうとう私が環境省の事務次官を引っ張り

出して、環境省がやるべきだと、断固として説

得したのですけれども、言を左右にして「うん」

といいませんでした。仕方なく、それでは、国

会議員が、立法府が法律をつくる。本来は、行

政法ですから、どこの省庁が担当するのかとい

うのは、内閣がつくらなければならない。その

内閣がつくるつもりがないというのであれば、

法律をつくる責任所属というのは立法府です

から、私たちがつくるといって、去年の 7月ぐ

らいに、約 2週間ちょっとで、田島一成君が中

心になって、この法律を私たちのプロジェクト

チームでつくりあげました。 

このとき、日本の原発政策というのは、ひど

いものだというか、肝心なところがほとんど抜

けているということに気がついたのです。 

レジュメの１.③は、その後、2007 年度にＩ

ＡＥＡは、日本の原子力政策の基本である規制

官庁と原子力を推進する官庁が一緒のところ

にいる、これは危険だという勧告をしてまいり

ましたけれども、日本政府はそれを放っておき

ました。 

レジュメの１．④。さらには、原子力の事故

が起きたときに、外国にまでいろんな影響が及

びます。今回も、福島第一原発から汚染水を相

当流したわけです。この汚染水はそろそろハワ

イ沖まで来ております。国際的な汚染に関する

訴訟が起きかねない状況だと、私は心配してお

ります。しかし、その場合、裁判権がどうなる

のかとか、あるいは賠償の仕組みをどうするの

かということに関しては、本来、国際条約に参
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加をしていなければならないのですが、日本は

していません。 

国際条約は、ヨーロッパでは、パリ条約とか

ウィーン条約とかあります。それから、アメリ

カが主導しているＣＳＣという国際条約があ

ります。まだ、発効されておりません。日本が

参加をすると、この条約は発効されるんです。

アメリカは日本にぜひ参加をしてくれ、批准を

してくれということを、国際条約の交渉の中で

は何度もいうのですけれども、日本政府はそれ

を無視し続けました。その理由は、日本の原子

力発電所というのは絶対安全だから、事故は起

こさないのだ、との原理に立っていたからです。 

 

使用済み核燃料の貯蔵限界 

 

レジュメの１．⑤。さらには、これがおそら

く最も深刻だと思うのですけれども、使用済み

核燃料の貯蔵限界がそろそろ来ているという

ことであります。先ほどの資料 5枚目をご覧く

ださい。一番左側に黄色いのと赤いのとかあり

ます。これは原子炉施設ごとに、現在、使用済

み核燃料がどういう状態で保管されているの

かを示しています。今度の福島の原発事故が起

きるまで、このことについて私たちはよくわか

りませんでした。むつ市の中間貯蔵施設なり、

そういうところに大量に保管されているのか

と思いきや、ほとんどの使用済み核燃料という

のは原子炉の中にあったのです。その原子炉の

中の状態がどうなのかということを記した資

料が 5枚目ございます。 

黄色いところ、「Ｃ」と書いてあるところが

管理容量、つまりプールの大きさであります。

4 号炉のプールに使用済み核燃料が入ってい

るという図がよく新聞記事に載っております

が、あの管理容量が「Ｃ」であります。使用済

み貯蔵量というのが、その次の左側の「Ｂ」で

あります。これを差し引くと、あと何年間もつ

のかというのがこの表です。例えば北海道の泊

ですと、1 回取りかえるごとに 50 トンの使用

済み核燃料が出てくる。すでに貯蔵しているの

が 380 トンで、管理容量は 1,000 トンまで管理

できるということなので、まだ 620 トンの余裕

がある。このままいくと、泊だと 16.5 年分の

使用済み核燃料を貯蔵する容量がある、という

ことを示している資料です。 

この中で驚くべきことは、福島第一原発をみ

てみてください。ここは管理容量 2,100トンあ

るのですが、もうすでに 1,960トン埋まってい

まして、管理容量は140トンしかない。1.3年、

つまりことしでここの容量は満杯になるとい

う原子炉だったのであります。この福島第一原

発というのは、後でまた話しますけれども、い

ろんな意味でいわくつきの原発だったなとい

う思いがあります。その次の、福島第二が 2.7

年とか、関西の大飯原発は 7.5年とか。平均す

ると 5～6年です。つまり、5～6年先には使用

済み核燃料を持っていくところはなくなって

いたんだ、ということであります。こういうの

をほっぽらかしにしたままの原子力政策だっ

たということであります。 

 

過去の教訓に学ぶべきこと 

 

次に、原発ＰＴの議事の進め方で、私が主導

いたしましたのは、過去の教訓に学ぶというの

が最大の方針であります。いままでの大きな事

故とは、スリーマイル島事故と、それからチェ

ルノブイリの事故です。 

アメリカというのは大したものだなと思う

のですけれども、このスリーマイル島事故を教

訓として、アメリカは大きな原子力政策の変更

をしてございます。その原子力政策の変更をす

るに当たって徹底的な事故調査をやりました。

主要なレポートだけで 6 本ある。そのうちの、

極めて著名なレポートがケムニーレポートと

いわれているものでございます。これは大統領

直属で、大統領がダートマス大学学長のケムニ

ーさんという数学者に、事故の後 2週間後に事

故調査を依頼した。しかも 6カ月で結論を出し

てください、という依頼でした。 

そしてケムニーレポートは 6 カ月でつくら

れ、それに基づいてＮＲＣという規制行政のあ

り方を抜本的に改編いたしましたし、あるいは、
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それまでアメリカが続けていた核燃料サイク

ルを放棄、直接処分する方式に切りかえました。 

そのときの大統領がジミー・カーターです。

ジミー・カーター大統領は、アメリカの海軍の

原子力潜水艦の設計技師でありました。アメリ

カ海軍の技術オフィサーであったわけです。彼

が若いころ、カナダでメルトダウンの事故が起

きるのですけれども、そのメルトダウンの事故

の収束に出かけていって、被曝を経験しており

ます。私どもの PT 事務局次長で谷岡という参

議院議員がこの 1月にジミー・カーターのとこ

ろに行って、いろいろ話を聞いてきました。カ

ーター氏は結婚する前に被曝をしていたので、

自分に子どもが産まれるときに非常に心配を

したと。その後も子どもの成長をずっと心配を

していたということを語っていたといってお

ります。 

ジミー・カーターは、おそらくアメリカの政

治家、あるいは世界の政治家の中で原子力のこ

とに最も詳しい男だったろうと思います。ちな

みにいま、アメリカの原子力潜水艦の一番新し

いタイプの潜水艦を「ジミー・カーター」とい

うのだそうであります。 

 

原子力潜水艦と原子力発電所 

 

この潜水艦の話は、もう少しおもしろいこと

がいくつかありますので、ちょっとだけ話をさ

せてください。 

1950 年代から 60 年代にかけて、アメリカは

原子力を動力炉として、原子力潜水艦というも

のがつくれないかということを検討し、それを

つくりました。それをつくるときに、ウェステ

ィングハウスという軍需会社とジェネラルエ

レクトリックという軍需会社の両方に競争設

計をさせるのです。最後に、どちらが適正かと

いうのはジミー・カーターたちが選考したわけ

ですけれども、それがウェスティングハウス型

の加圧水型原子炉であります。ＧＥがつくった

のは沸騰水型です。 

加圧水型と沸騰水型、この違いは、原子炉の

中から高温の水蒸気で直接タービンを回すや

り方か、あるいは一回熱交換をしてタービンを

回すやり方かの違いです。実は、直接回すほう

がエネルギー効率ははるかに高い。しかし、一

回エネルギー転換をするやり方をするほうが、

直接外に放射能を帯びた高温の蒸気が出てい

きませんので、こちらのほうが安全性は高いと

いう特色を持っております。 

アメリカ海軍はどちらの原子炉タイプを選

んだかというと、より安全性の高いウェスティ

ングハウス型を選びました。その後この両者は、

原子力潜水艦の技術をもとにして、それぞれ原

子力発電をつくりました。潜水艦のエネルギー

は、大体 1万 kＷぐらいです。ところが、最初

に実用化したのは、30万 kＷぐらい、つまり福

島第一原発のあのぐらいの規模の商業用の原

子力発電所をつくったのです。そして、つくる

ときに、2つの企業は、それぞれ原子力潜水艦

の時に応募した、その技術をもとにして、それ

ぞれ原子力発電所の設計を行いました。 

いま日本の西側は、ほとんど加圧水型といわ

れている、原子力潜水艦に採用された、より安

全性が高いといわれていたもので、東京電力と

東北電力、それから中部電力の一部が、この沸

騰水型といわれているＧＥ型であります。この

ＧＥ型のマークⅠという初期の原子力発電所

は、当初からいろいろ問題の指摘されていた原

子炉でありました。 

 

住民対策はチェルノブイリ事故から 

 

次に、チェルノブイリの事故の話を少しさせ

ていただきます。スリーマイル事故に対するレ

ポートには、ケムニーレポート、あるいはアメ

リカのＮＲＣが中心になってつくりましたロ

ゴビンレポートという非常に詳細なレポート

があったのですが、チェルノブイリの場合には

そういうレポートはあまり出ておりません。し

かし、住民対策というのは相当やりました。当

初、住民に対する情報公開というものをなかな

かしなかったのです。そのことが、結果的には

グラスノスチという情報公開の機運をソビエ

ト政治の中に持ち込まざるを得なくなり、それ
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が結果的にはソビエトの崩壊につながった。こ

のチェルノブイリの事故がソビエト崩壊につ

ながった、というふうにいわれているわけです

けれども、その過程の中でソビエト政府がやら

ざるを得なかったのは住民対策であります。 

いまの日本でも福島で起きていることとそ

っくりなのですけれども、この住民対策の中で

非常に顕著だったのは、移住権とか居住権とか

という権利を認めたことであります。もちろん

住めないところは、ここは住めないということ

で居住できないというところも定めました。居

住しても、居住しなくてもいいというような、

そういうゾーンも設けたのです。何ミリシーベ

ルトという許容範囲の基準を設けたのもチェ

ルノブイリであります。 

チェルノブイリの情報というのは、いままで、

ソビエトあるいはロシアは、明確な情報という

ものは出していませんでした。特にソビエトの

場合には原爆の実験地域の低線量被曝が問題

になっていたこともあって、それらの情報をな

かなか出さなかった。現在チェルノブイリがあ

る国はウクライナですけれども、チェルノブイ

リの事故の 80％の被害はベラルーシでありま

す。このベラルーシとウクライナの両方と、日

本との原子力災害協定を結ぼうということを、

今回私たちが主導して行うことになりました。 

今回、原発事故の影響を調べていくうちに、

低線量放射能というのは随分大きな影響を与

えたわけですけれども、この低線量放射能の影

響についての研究というのがばらばらなので

す。研究者ごとにそれぞれ違う。一体日本の学

者というのはどうなっているのかと思われる

ぐらいであり、結果的にはそれが福島の人たち

の不安というものを非常に大きくしてしまい

ました。 

 

年間 20 ミリシーベルトの根拠 

 

年間の積算放射線量は 20 ミリシーベルトが

限界だというのですが、どうして 20 ミリシー

ベルトという数字が出てきたのかということ

になると、ちょっと知った人は、ICRP（国際放

射線防護委員会）という国際機関が 20 ミリシ

ーベルトという数字を出しているので、それが

20 ミリシーベルトだと、こういうふうになっ

ている。しかし、それでは、ICRP はどういう

根拠で 20 ミリシーベルトという数字を出した

のかという説明は、ほとんどだれもできません。 

しかしたった一人だけその説明をしてくれ

た人がいました。この方は大阪大学の方で、Ｎ

ＡＳＡの研究所に長くおられた方です。宇宙飛

行士というのは、宇宙に上がってしまうと、し

ょっちゅう放射能を浴びているのです。彼らに

とってはどの程度が許容可能な放射能かは、職

業病に対する深刻な問題であって、その研究が

非常に進んだのだろうと思います。日本からそ

こに研究に行っている方でありました。 

その方によれば、20 ミリシーベルトという

基準はこういうことでした。世界で一番危険な

職業を調べた。その職業は北欧の木こりであっ

た。その北欧の木こりが、勤務中に死亡する確

率と、放射能をどの程度浴びたときにがんが発

生して死亡する確率と、同じところにそろえた、

それが 20 ミリシーベルトの根拠だ、という話

をされていました。それが日本の子どもたちや

一般の人たちがいるところで適用できるかど

うかとなると、ちっともわからないというか、

説得性はないだろうなとは思うのですけれど

も、一応 20 ミリシーベルトというのは、そう

いう数字が根拠になっております。 

また、低線量放射能の話では、5ミリシーベ

ルトという基準もございます。この 5ミリシー

ベルトというのは労災の基準になっている数

字です。労働災害の基準で、労災で白血病にな

ったときに、賠償金を出したのが 5ミリシーベ

ルトでした。それから、広島、長崎の被爆者援

護法という法律があります。これは原爆の被害

を受けた人ですけれども、このときの基準は 1

ミリシーベルトでした。 

こんなふうに、低線量被曝については、どう

いう限度でどのぐらいの影響なのかというこ

とに関しては、全くの定見がないということに

気がつきまして、今回の福島支援法という法律

の中で初めて「低線量放射能の影響」という用

語を法律用語で書き込んだのです。たぶん日本
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の法律の中では、この「低線量放射能」という

言葉を使ったのは初めてだろうと思います。現

実的にどういう影響がこれから出てくるのか

ということについては、だれも説明ができない

というのが実態だ、というのが私の実感です。 

ウクライナとベラルーシが 25 年間のデータ

を持っています。この 25 年間、どのぐらいの

放射能を浴びるような地域の中に住んでいた

人、あるいは二世代、三世代にもなっています

ので、そういう人たちにどういう影響が出てい

るのかというデータを交換しましょう、という

原子力災害協定のようなものを、今回、ウクラ

イナとベラルーシと結ぶことにいたしました。 

ベラルーシは非常に親日的で、去年の 10 月

にベラルーシから放射能の専門家が大使に赴

任をいたしました。外交官でも政治家でも、官

僚でもありません。ベラルーシ政府は、チェル

ノブイリの事故の後、日本政府や日本の民間人

が随分ボランティアで応援しに来た、今回は恩

返しだといって、大使をわざわざ放射能専門家

の化学者に切りかえて支援をしてくれる体制

を整えたのです。昨日ウクライナとの協定を結

びましたので、現在はベラルーシとの協定の作

業に、外務省は入ってございます。 

 

事故は想定外で起こる 

 

再稼働問題と今後の原子力政策の話をさせ

ていただきますと、再稼働問題に対する緊急提

言ということで、2枚目の資料に私たちの主張

が書いてございます。政府は「今度の事故が津

波による事故である、したがって、津波対策、

あるいは津波によって起きた全電源が停止を

したという状況さえなくせば、日本の原発は再

び安全なんだ」という主張です。 

私は、この主張は間違っている、かつての原

発は、日本の技術が高いので安全だといってい

るのと同じことだよと。津波に対する対策だけ

抜けていたので、その津波の対策さえやれば、

再び安全だといっているということで、第二の

安全神話だと。 

事故というのは想定外で起きるわけであり

ます。想定外で起きて、起きたとしても最小限

で防げるという対策がとれていなければ、それ

は安全上、十分な対策を練ったということには

らならない。しかしながら、今回は、事故が起

きた後の対策については、ほとんど何も手を打

たれていないということであります。 

つまり、3.11 の前の状況と、法律的にも制

度的にも変化がない、変わりがない、改善がさ

れていないということであります。その象徴は、

原子力規制庁がまだ発足されていないとか、あ

るいは原子力規制庁ができたときに真っ先に

取りかかるだろう原子炉等規制法という法律。

その法改正がないとか、あるいは原子力災害対

策特別措置法の改正がないので避難の計画が

ないなどといったことでございます。 

今回の原子力の福島の第一原発は、アメリカ

のＮＲＣ（原子力規制委員会）のヤッコ委員長

が、当初からこの原子力事故というのは巨大な

事故になるかもしれない、東京にも被害が及ぶ

ほどの大きな被害になるかもしれないという

推測をいたしました。これは全電源喪失を受け

て推測したわけですけれども、ヤッコ委員長が

一番関心を持ったのは、4号炉のプールにある

使用済み核燃料についてでした。 

ヤッコ委員長は、アメリカ大使館を通じて、

4 号炉に水があるのかどうかということを盛

んに聞いてきました。無人の飛行機でいいから、

そこに飛ばして中の状況をちゃんとみろ、とい

うのがアメリカからの間接的な強い要求であ

りました。日本は、無人のヘリコプターを飛ば

そうかといったのですけれども、ヤマハの無人

ヘリコプターがＣＯＣＯＭ（対共産圏輸出貿易

管理令）違反で捕まってしまっていて、役に立

ちませんでした。結果的には適応する無人飛行

機はなくて、アメリカに頼まざるを得ませんで

した。そこでアメリカが無人飛行機を飛ばし、

あの 4 号炉の中に水があるということがわか

って、我々はほっとしたのです。 

しかし、なぜ水があるのかということは、ず

っとわかりませんでした。私たちにもわかりま

せんでした。使用済み核燃料というのは、水の

循環がとまれば、どのぐらいの熱量が発生して

いるかというのがわかりますので、計算すれば、
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何日ぐらいでプールの水がなくなるかという

のはわかるのですが、その計算と全く合わない。

何で水があるのか、ずっと疑問視されていたの

です。実は、先般、朝日新聞が一面で特ダネで

書きました。ものすごい専門的な記事だったの

で、注目された人は少なかったかと思いますけ

れども、あの 4号炉の原子炉は工事中だったの

です。工事中で、全部建屋の中をみんな水浸し

にして、補助のプールにもみんな水を入れて、

工事をしておりました。3.11 の 4 日前に工事

が終わるはずだったんですが、施工業者の不具

合で、その工事が終わりませんでした。なおか

つ、4号炉についている止水板の施工が不良で、

ずれていた。その結果、建屋の中の水が、4号

炉のプールの水が蒸発をして水位が下がって

も、周りから水がそこに流れ込んで、結果的に

水が存在をした、ということがわかりました。 

 

4 号炉のプールに水があったのは偶然 

 

もしも工事がちゃんと完了していて、止水板

もそんな状況でなければ、4号炉のプールの水

はなくなり、カラカラになっていますから、相

当な放射能が出てしまっていた。メルトダウン

も恐いのですけれども、メルトダウンよりもは

るかに大きな事故になったはずであります。メ

ルトダウンといっても、燃料のほとんどは格納

容器の中に入っていますから、そこから漏れて

くる放射能の量というのは、格納容器に入って

いないプールのところからよりもはるかに小

さかったはずであります。こういう、本当にラ

ッキーさで、福島の第一原発事故というのはあ

の程度で収おさまったというふうに思ってご

ざいます。 

あともう一つ、この 4枚目の資料がございま

す。脱原発か、反原発か、原発推進か、と民主

党の政策は云々かんぬんということをよくい

われます。しかし、私の気持ちの中では、その

問題は解決している。今回、原子力規制庁の法

律をつくるときに、40 年を原則で廃炉にする

ということを法律の中に盛り込みました。40

年で廃炉にすると、日本のエネルギーの中に占

める原子力はどういう形になるか、というもの

を書いたものがこの資料です。 

2030 年、つまり 20 年たちますと半分以下に

なります。現在の原子力で賄っているエネルギ

ーの半分以下になってしまうのです。20 年と

いうのは、長いようでいて、私は、そんなに長

くないと思います。新しい技術を開発するのに

約 10 年、そして、それを制度化するのに 10

年で、20 年というのはぎりぎりの数字だと思

います。この 20 年のうちに、いまの原子力が

持っている、約 3,000万 kＷくらいのエネルギ

ーを新たにつくっていく。再生エネルギーだと

か、天然ガスだとか、そういうものも駆使する

ことになりますけれども、そういうものを安定

的につくっていくというのは大変な努力が必

要だと思います。しかし、もう 40 年廃炉とい

うのはロードマップに乗ったわけであります。

規制庁の法案がまだ通っていませんが、しかし

いずれ通るだろうというふうに思います。 

そういうことを考えるならば、原子力に依存

するのか、どのぐらい依存するのか、何とかか

んとかといっていますけれども、そんな議論は

もはや終わった議論なのではないか、というふ

うに思っております。 

 

天然ガスが今後の基底エネルギーだろう 

 

最後に、原子力が減った分のエネルギーをど

ういうふうに考えていくのかということであ

ります。このエネルギー政策は、基底のエネル

ギーというのは、やはり私は天然ガスだろうと

思います。再生エネルギーが追いつくのにはま

だまだ時間はかかるだろう。再生エネルギーを

安定的に使えるようになるには、恐らく電気自

動車の普及と密接な関係があるだろうと思い

ます。再生エネルギーというのは、周波数の揺

らぎが非常に大きいですから、その揺らぎのあ

るエネルギーを安定的に使うのには、巨大な電

池が必要です。その巨大な電池は、どういうふ

うに普及をさせていくのかというのは、電気自

動車だろう。この電気自動の普及によって、再

生エネルギーの電力を安定的な電力に切りか
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える、そのシステムなり制度ができることにな

るのではないか、と思います。 

天然ガスにつきましては、日本はいま、3分

の 1 ぐらいの電力は天然ガスで賄っているの

ですけれども、3分の 1 は原子力、3分の 1 は

天然ガス、3分の 1は石炭というのが、大まか

にいった日本のベース電源構成です。ところが、

天然ガスは、国際価格の 4倍から 5倍ぐらいの

価格でいま日本は買っております。全くばかな

ことをしていると思いますけれども、長期契約

を結ぶときに、石油価格と連動する、という契

約の仕方をしてしまったからなのです。ところ

が、天然ガスはアメリカでシェールガスという、

これは採掘の仕方なのですけれども、その方法

がアメリカで発見され、アメリカの価格が大幅

に低落いたしまして、天然ガスの価格が大変低

くなっています。しかし、日本のほうはそのま

まの国際契約になっていて、国際価格の 5倍ぐ

らいの価格で買わざるを得ないという状況で

あります。これから新たに契約をする部分につ

いては、国際価格並みにいくことができるのだ

ろうと思いますが、そのときのポイントは、ア

メリカからどのぐらい買えるかということと、

ロシア、サハリンからどのぐらい買うかという

ことにかかっているのではないかと思います。 

2000 年頃、電力の自由化論争が進んだとき

に、ロシアは相当日本に対して天然ガスの売り

込みをいたしました。しかし、当時、東京電力

が反対したというふうにいわれておりますけ

れども、結果的にはロシアからの天然ガスパイ

プラインで天然ガスを持ってこようという構

想は挫折をしてしまいました。 

パイプラインというのはどこへでも天然ガ

スを持っていきますので、使用するところに持

っていけるという特色があります。例えば、盛

岡の周辺で、大きな工場街がある。そこで、大

電力が必要だ、ということになれば、パイプラ

インをそこへ持っていけば、送電線も小さくな

るし、巨大な原子力発電のような大きな発電所

をつくる必要がない。勘ぐれば、電力会社の地

域独占というものが崩壊するのではないか、と

いうことを恐れて、このパイプライン構想とい

うものが壊れたのだ、ということがよくいわれ

ます。まあ、どこが真実かよくわからないとこ

ろもありますけれども、そういうことが当時い

われておりました。 

プーチン大統領になってから、サハリンで採

れる、あるいはシベリアで採れる天然ガスを中

国に相当売り込みにかけているのですけれど

も、中国のほうも商売が上手で、どうせ自分の

ところしか買うやつがいないだろうという思

いもあって、ロシアの足元をたたいて、ロシア

と中国の価格交渉というのは、いまのところ商

談が成立しておりません。そのために、ロシア

としては、価格の交渉力をつくるためにも、日

本とのビジネスというのは大きな意味がある

ということで、プーチンが大統領になると、真

っ先にこれをやってくるだろうと思います。こ

としの 9月、ウラジオストックでＡＰＥＣの会

議がございますので、そのあたりでいろんな話

が出てくると思います。 

再稼働問題については、昨日、初めて民主党

の中でいくつかの部会が、再稼働の問題につい

て議論を始めました。これは政府が決めること

だから、党の中で議論する必要がないんだとい

う意見の方もおられましたが、私は、党の中で

しっかり、きちっと議論をして、再稼働問題に

ついての党の見解を出すべきだという立場で

す。いままで、相当少数派だったのですけれど

も、きのう、同じような意見をいう人が結構出

てきました。このあたりは、きっと皆さんご関

心がおありでそうでしょうから、質問の中で受

けたいと思います。 

ちょっと長くなりましたけれども、以上でお

話を終わらせていただきます。ありがとうござ

いました。（拍手） 

 

≪質疑応答≫ 

 

司会 どうもありがとうございました。民主

党原発事故収束対策プロジェクトチームの内

容がよくわかったと思います。これから質問に

入りたいと思いますが、まず私のほうから 1～

2点お伺いします。 

最後のほうに触れました、いま、いわゆる野
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田総理と 4閣僚の会合で、党側のオブザーバー

という形で仙谷さんが毎回会議に出ておられ

ますが、その仙谷さん自身、これは行政執行な

ので、党の事前了解は必要ないということをお

話しされているようですが、そうであるならば、

閣僚会合の議事録がきちんと党のほうに、とり

わけＰＴのほうに何らかの形で渡っているの

か。あるいは通常いわれているように、全く議

事録はとっていない、録音もとっていないのか。

党から出ているオブザーバーである以上、党に

何らかその後の経過を説明しているのではな

いかと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 

荒井議員 この点に関して、会議の中の状況

について、あるいはどういう議論が行われたか

というようなことについては、仙谷さん本人か

ら説明はございませんでした。議事録について

はありません、ということでございましたけれ

ども、私たちの役員会の中で、役所側のほうか

ら、録音機を置いてあります、それを会議が終

わってから、そのレコーダーの中から議事録と

いいますか、簡単な議事内容を採稿しておりま

す、起こしておりますという説明がありまして、

録音はされているんだな、ということは伝わっ

ております。 

 

司会 もう一点、関西電力大飯原発の再稼働

についてです。この夏のピークアウトを非常に

恐れていて、このまま再稼働しないということ

は、日本の経済含めて、集団自殺のようなもの

だというような物騒な発言もありました。これ

について、どこまで党のプロジェクトとして、

需給バランスの情報公開を求めておられるの

か。あるいはその情報をどこまで得られている

のか。いまのところ、原発を推進する保安院と

経済産業省及び関西電力からの情報の、いわゆ

る供給量という形でしか国民に伝わっていま

せんが、その辺は、実際のところはどこまでな

っているんでしょうか。 

 

荒井議員 資料の中で、最後のものを説明い

たしませんでしたけれども、これは内閣府が出

しました、「今夏の電力需給見込みと対策につ

いて」というペーパーでございます。戦略室が

中心になって取りまとめたものであります。 

この戦略室のもとに、エネルギー環境会議と

いうのがございます。このエネルギー環境会議

の中で、長期的なエネルギーの問題も議論する

んですけれども、同時に、ことしの電力需給に

ついても議論してございました。 

1 と書いてあるのが、7月 29 日のエネルギー

環境会議に出した資料であります。この資料の

折れ線グラフがあって、その次の表がございま

す。この表は、関西電力▲19.3％という数字が

ございます。これは一昨年、大変な猛暑で、電

力需要が非常に高かったときです。福島の第一

原発の事故の前の状況です。この状況で、この

ぐらいの需要があったとして、原発の再稼働が

全くなければ 19.3％足りません、という数字

で、よく報道などで出てくる「2 割足りない、

2割足りない」という根拠になっている数字で

す。 

昨年は、平年並みの暑さだったのですけれど

も、そのときで算定をすると、▲9％が関西電

力は足りませんという数値であります。これが

7月 29 日の資料であります。 

その後、11 月になりまして、エネルギー環

境会議をもう一回開きました。このエネルギー

環境会議の 11 月は、7 月の資料は何の対策も

打たなければ 20％足りない、あるいは 9％足り

ないという数字でありますけれども、需給ギャ

ップ解消対策というものを打つとどうなるの

かということが下の２.の資料でございます。 

この①「需給ギャップ」をみると、全体では

赤印の 1,656 万 kＷ（9.2％）足りません。つ

まり一昨年の夏の一番足りないときで 1,656

万 kＷ足りませんという数字です。この 1,656

万 kＷの母数はいくらかというと、1 億 8,000

万 kＷであります。1 億 8,000 万 kＷのうちの

1,656 万 kＷが足りませんと。この足りない需

給ギャップをどういうふうに解消するかとい

うこと。まずピークの電力料金を高くするとか、

あるいは「見える化政策」といっていますけれ

ども、それによる方法。それから、去年からこ
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としにかけて、約 5,800 億円ぐらいの省エネ等

需給対策の補正予算を入れました。これはＬＥ

Ｄの大規模な導入とか、そういうものが入って

ございます。そういう需要側による省エネ促進、

予算措置も伴ったもので270万kＷぐらい減ら

すことができる。つまり、需要抑制で 980 万 k

Ｗぐらい減らすことができると。 

 

需給ギャップは約 30 万 kＷ 

 

さらに、今度は供給の増強ができないかとい

うことで、電力会社による、古ぼけて使ってい

ないような、効率の悪い火力発電所をもう一回

動かそうということで、一番下の 408 万 kＷ。

それから、民間のＰＰＳ（特定規模電気事業者）

ですとか、コジェネだとか、あるいはほかの電

力会社が少し余っているときに、中部電力であ

りますとか、あるいは中国電力が少し余裕があ

るので、そういうところから持ってくると、全

部で 642 万 kＷ。こうしますと、ギャップは 30

万 kＷぐらいになります。全部で 1,656 万 kＷ

足りないといっているのですけれども、こうい

う努力をすると、30 万 kＷぐらいの減になる、

というのが去年の 11 月の政府の公式見解であ

ります。 

この見解は、各電力会社ごとにブレークダウ

ンしないといけませんので、各電力会社ごとの

ブレークダウンについては、いま政府が作業を

してございまして、この 5月にたしか出るはず

でございます。私どものプロジェクトチームと

しても、電力需要、特に関西電力についての電

力需要について、詳細な議論をこれからしよう

と思ってございます。全国的にみるならば、1

億 8,000 万 kＷのうちの 30 万 kＷ、しかもその

ピークアウトは数時間ではないか。1日のうち

の 5時間ぐらいがピークでありますので、それ

が 1週間続いて何十時間というような、そうい

うオーダーなのではないだろうか、という推測

をしております。これは正確な推計をやらない

と出ませんけれども、そういうことからいけば、

資源エネルギー庁や関西電力がいっている、大

変だ、大変だというのは少し大げさではないだ

ろうか、という感触を持っております。 

ただ、原発のエネルギーコスト、発電コスト

と、それから、ここにある古い発電所を回すと

すると、石油で回すような発電所もやらないと

いけません。そういうコストを考えると、相当

発電コストはかかると思います。現在、円高だ

とか、そういうもののために積み立てているお

金は約 7,000 億ぐらいあります。この 7,000

億円の中で、エネルギー源を変えるときに使う

コストで、どのぐらいもつのかという計算もし

なければならないだろうと思います。しかし、

基本的には、エネルギー源を変えると、電力料

金は高くなってしまう。社内的なコスト減の努

力はしても、そこはやりきれない部分というの

は出てきて、その部分については電力料金を引

き上げていくということは、私はやむを得ない

のではないかというふうに思っております。 

その先に、安全性をしっかり確かめていけば、

そして原発の再稼働の問題について、国民的な

理解が得られるという状況になって、再稼働が

始まれば、また状況は変わるのだろうと思いま

すけれども、それがいまの私がみている状況で

あります。 

 

質問 きょうはどうもありがとうございま

す。再稼働といった場合に、いろんな幅がある

と思うんですね。足りないときに最小限の原発

を短い期間動かすというところから、一たん動

かせばコストもかかるので、そのままずうっと

動かすのだと。たぶん、これは政府の立場だと

思いますが、その辺の幅について、荒井さんご

自身どう考えるのか。プロジェクトチームの立

場としては、国民の理解が得られて再稼働をす

る場合、どのような再稼働を想定されているの

か、その辺のご説明をお願いしたいと思います。 

 

荒井議員 緊急提言の中で 5 項目の条件を

書いてございます。もう一度目を通していただ

きたいんですけれども、5項目は、まず事故調

の結果がはっきり出てこないとだめだと。いま

だに原発の事故は、地震の影響だといっておら

れる方は事故調の中でもおります。事故に地震
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の観点はないというのは全く間違いでありま

して、福島の事故の最初は、外部電源を引き入

れる鉄塔が倒れたことであります。これは地震

のためです。私は、地震で倒れるような鉄塔を

立てて、そこに外部電源を引っ張ってきたとい

うようなことこそ問題にするべきだと思いま

す。この鉄塔が倒れなければ、外部電源は生き

ていたので、非常用電源が水浸しになっても生

き残ったわけであります。その意味で、地震の

影響がなかったということにはならない、とい

うふうに思っております。このあたりも含めて、

国会事故調や政府事故調の結論というのは、や

はり大事にするべきだと思います。 

それから、原子力規制庁というものは、これ

は絶対必要なのだろうと思います。国民的にも、

日本の原子力政策が切りかわった、推進側が一

緒に「安全だ、安全だ」という、そういうこと

ではない安全文化といいますか、安全行政とい

いますか、そちらにかじを切ったのだというこ

とを国民に理解していただけるような、そうい

うものが必要です。そのためには、この原子力

規制庁というのが必要なのだと思います。 

3 番目は、これはＵＰＺの設定です。ＵＰＺ

は 30 キロ圏内なのですけれども、これは国際

基準であります。かつて原子力安全委員会が、

原子力安全・保安院にＵＰＺの設定をするべき

だ、30 キロ圏内まで避難計画をつくらせるべ

きだということを主張したのですけれども、原

子力安全・保安院はそれを拒否し経緯がござい

ます。したがって、この 30 キロ圏内の避難計

画というのは絶対つくる必要があると、私は思

います。ロゴビンレポートという、アメリカの

ＮＲＣがつくったレポートの骨子は、「避難計

画なくして稼働計画なし」という有名な言葉が

ございます。その意味では、今回の福島原発を

含めて、日本の原発で、避難計画をつくってい

なかったというのはたくさんあります。 

ここまでは、必須だと私は思います。 

そのほかの 4 番目の免震重要棟と 5 番目の

「ベント管の設置」あるいは「放射性物質の除

去フィルター」についても、これも本当は非常

に必要であります。例えば免震棟などというの

も、福島第一原発で 2年前にたまたまつくって

いたのです。免震棟をつくっていない原発とい

うのが、ほとんどであります。ところが、大き

な事故が起きたときに、一番先に確保しなけれ

ばならないのは何かというと、作業員です。あ

の原発事故で、東京電力が職員を撤退させたい

ということで、当時の菅総理がそれを仁王立ち

にしてやめさせたというか、撤退させなかった

ということが民間事故調の報告の中にも出て

きますが、あれは法律違反なのです。あるいは、

浜岡の原発をやめさせました。あれも法律違反

であります。 

例えば、現在の法律では、電離放射線障害防

止規則という法律があります。それは放射能の

扱う作業員は、1時間当たり、これ以上の被曝

を受けさせてはならない、そういう規制法であ

ります。しかし、シビアアクシデントが起きま

して、そこから逃げるな、作業しろということ

は、それを超えて仕事をしろといっているのと

一緒ですから、それは法律違反をしてでも仕事

をしろ、ということと一緒であります。そのこ

とをよく知っていたならば、私は、法律家や、

そういうことをよく理解していた人なら、とて

もいえなかったろうなと思います。 

 

原発をとめさせる法律はない 

 

それから、浜岡の原発、原発を一たん動かし

ても、危なくなったらとめればいいじゃないか

という人がいますけれども、原発は、定期点検

から再稼働するときだけ、法律的に認可をする

ことができますけれども、動き出したらとめる

権限はありません。浜岡の原発は、あれは大変

危険だということがわかったんですけれども、

といいますのは、東北の大震災のプレートがず

っと動いて、千葉と茨城の沖でピタッととまっ

た。浜岡なり関東なり静岡のほうのプレートと、

東北の大震災のプレートは違うプレートなん

です。こっちが動いて、こっちが動きましたか

ら、必ずここに相当なストレスが走っているは

ずなんです。あのストレスが破裂すると、首都

直下型から浜岡にかけて大きな地震が来るの

は間違いないんです。そういう状況だったので、
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浜岡をとめようとしたんですけれども、とめる

法律がないんです。そこで、総理が中部電力に

頼み込んだんです。中部電力がそれを受け入れ

る形でとめたんです。ですからまあ、株主訴訟

をしようとすれば、できるんじゃないでしょう

か、あれは。というぐらい、日本の原子力政策

というのは穴だらけなのです。にもかかわらず、

重たい責任を担っている。 

 

再稼働するなら東北電力から 

 

そういう中で、再稼働をする程度というのは、

私、大変判断がしづらいです。私がずうっとい

っていますのは、再稼働をするなら、東北電力

からだといっています。それはなぜかというと、

今度の被災で一番被災を受けた人たちが、安定

したコストの安い大量の電力が、東北の復興の

ためにどうしても必要だという気持ちになっ

たときじゃなければ、私は、再稼働というのは

難しいのではないか。例えば免震棟をつくるの

に 2～3 年かかるとかいっていますが、そうい

うことを全部やってからでないとだめだ、とい

うのは理論的にはあるんですけれども、この 1

年ぐらいで、この 5条件の、それを乗り越えて

何かしら、仕方がないかという、あるいはその

リスクを負ってでも、という理解が国民の中に

定着するのは、私は東北からではないだろうか

と思います。 

特に、女川原発は 1970 年代につくられた原

発なんですけれども、この原発は、高さが 15

ｍのところにつくらせました。当時の東北電力

の副社長が、どうしても 15ｍだと。当時の国

の基準は 5ｍでありました。しかし、15ｍなけ

ればだめだといって、社内の反対を押し切り、

コスト高になるにもかかわらず、それを押し切

ったんです。15ｍの地盤は、地震で 1ｍ沈下し

て 14ｍになり、14ｍの津波が押し寄せてぎり

ぎり助かった原発であります。そして、その原

発のサイトに、津波で壊滅状態になった女川の

町民を原発の敷地の中に入れて、自分たちの食

料を分け与えたという逸話のあるところであ

ります。あれが福島第一原発のような状況にな

ったならば、仙台が住めなくなったのではない

かと私は思います。 

そういう意味では、この 40 年間の日本の最

大の功績者というのは、私は、東北電力の副社

長、平井さんという方、もうお亡くなりになっ

ていますけれども、その方だなあと思います。 

 

質問 まず第一に、原発を全部停止しますと、

私の計算では、6 兆円ぐらい燃料費がふえる。

これは外国へ 6 兆円流れていくわけですから、

国民の生活が 6兆円苦しくなる。そういう意味

で、皆さんご承知かと思いますが、電気料金の

領収書の中に、燃料調整費が何円、太陽光発電

費用の負担分がいくら、というのが皆さんの家

庭に届いているはずです。それに 6,000万世帯

を掛けますといくらになるか、想像していただ

けば結構かと思います。 

ところで、原発を 40 年償却と仮定しまして、

10 年以内の 2020 年までに 19 基で 1,397 万 k

Ｗ、これを廃炉化する、そうすると、黒四ダム

38 個分に相当する発電容量を建設しなければ

ならない。さらに 2021 年から 30 年までに 19

基が建設から 40 年経ちますから、1,773 万 k

Ｗで、黒四ダム 48 個分です。この 20 年間で

38 基が廃炉で、3,170 万 kＷ発電量が減る。先

ほどご説明がございましたが、これをどういう

形でスクラップ・アンド・ビルトするのか。 

第 2点は、いまお話しいただいた再稼働の問

題でございますが、地震については、想定がい

くらで、そして、実際にストレステストではい

くらと査定したか。それから、洪水についても

想定はいくらでもって、ストレステストの査定

はいくらか。 

 

荒井議員 ストレステストの査定とおっし

ゃいますと？ 

 

質問 例えば何ガルを想定しているか。女川

発電所は、大体 580 ガルぐらいを想定している。

ストレステストで発表していないですから、

我々新聞関係者がこうですよと説明するのに

も説得力がない。ですから、地震が大変だ、大
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変だいいながら、何ガルまで、電力会社は想定

していて、実際は査定してみたらもっと耐震性

があった、などというのが必要ではないか。大

体 3,000 ガルぐらいですと、全工事額の 1％未

満でできるんですね。これは大学の教授に計算

させたわけですけれども、そのくらいでできる。 

そうだとすれば、そういうようなことを 54

基の原発について、ストレステストでいくらに

なっているかというのを、教えていただきたい。

新聞などにそうしたことを書いていただいて、

これはやってもいい、これはやっては悪いとい

う、具体的なそれを詰める必要があるんじゃな

いかと思います。 

それともう一つは、ＧＥのＢＷＲじゃなくて、

ＡＢＷＲは無条件だとか、あるいは 40 年以上

については、徹底的にチェックさせていただく

とか、経過年数別に手を打つ必要があるんじゃ

ないか。 

 

荒井議員 大変細かいご指摘なので、預から

せていただければと思います。 

経過年数でいいますと、アメリカは 40 年廃

炉の法律を持っていて、40 年で原則廃炉にし

ています。それから、ヨーロッパでも 40 年原

則をしているところがございます。 

日本は、福島第一原発、あの原子炉は 41 年

目の原発でありました。あれを 40 年で停止に

するか、あるいは綿密なチェックをするという

ことをやっていれば、シビアアクシデントは起

きなかった。1号機の水素爆発が起きなければ、

連鎖的な 2号機、3号機はなかったかもしれな

い。1 号機がボンと行ってしまったので、2 号

機、3号機に入り込めなかった。行けなかった

んですね。そういうこともあって、あの福島第

一原発の 1号機というのは、ある意味のいわく

つきというのは、そういう意味であります。 

どのぐらいの地震に耐えるかというのは、今

回ストレステスト 1 次評価をやった大飯だと

か伊方だとかそこはわかると思います。ストレ

ステストが終わっているのは全部ではありま

せんので、全部わかっているわけではありませ

ん。 

それから、一般的に、沸騰水型（東京電力、

や東北電力の原子炉、つまりジェネラルエレク

トリック系の原子炉）のほうが、加圧水型（ウ

ェスティングハウス型の原子炉）よりも、リス

キーじゃないかという人がいますが、スリーマ

イル島の事故を起こした原子炉は、ウェスティ

ングハウス型の原子炉であります。どちらとも

いえないという学者もおります。このあたりは

ちょっとよくわからない。 

あるいは、最近の沸騰水型というのは、東芝

かな、日立かな、日本の技術が相当入っており

ます。実は、原子力の産業は、アメリカが積極

的に原発をつくるのをやめてしまったことも

あって、世界中でいま 2兆円か 3兆円くらいの

マーケット規模じゃないかと思うんですけれ

ども、世界的にマイナーな産業になってしまっ

た。そういう状況なので、原子力の技術の骨格

である原子炉の製造技術というのは、80％から

90％ぐらいは日本製鋼所のつくった原子炉で

す。そのぐらい鉄がいいということなんだろう

と思いますけれども、そういうことで、ある意

味では、世界の原子力の中核は、原子炉に関し

ては日本が握っている。したがって、ウェステ

ィングハウスもジェネラルエレクトリックも、

原子力の部門というのはそれぞれ日本の企業

に買収された――買収したのか、させたのかよ

くわかりませんけれども――そういう状況に

あります。 

一方、自然再生エネルギーでありますとか、

例えば石炭の高度な燃焼技術は、日本も世界で

一番高い技術を持っているのではないかと思

います。そういう技術に特化していくほうが、

これからの将来性は非常に高いという方もお

ります。私が国家戦略担当の大臣、あるいは総

理補佐官だったときに、新成長戦略の責任者を

やったんですけれども、そのときに、そういう

ことをずっと議論しておりました。 

それから、エネルギーコストが 6兆円ぐらい

という数値は、もう少し計算をしてみないと、

数字はちょっと出てこないのではないかなと

いうふうに思います。エネルギーコストとして

一番安いのは、実は省エネだったということが

出ております。それはそうですよね、使わない
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んですから。 

 

原子力のコストは本当に安いのか 

 

それから、原子力のエネルギーは本当に安い

のかという疑問が、今度の事故で提示されまし

た。今度の補償金額、4 兆円から 10 兆円ぐら

い、どっちで計算入れるかということでガラッ

と変わってくるんですが、その数字を入れると、 

kＷh 当たり 9 円という数字が出てきました。

これはおそらく今度の 5 月のエネルギー環境

会議で、エネルギーコスト、単位当たりの kＷ

の単価を政府は出すと思います。その中でいわ

れているのは、天然ガス、石炭とほとんど変わ

らない、という数字が出てくるのではないかと

思います。このあたりの数字は微妙な数字でも

ありますので、注目をしたいと思います。 

そういう意味で、原子力は本当に安いのかと

いう基本的な問いかけが、これから出てくるの

だと思います。 

 

質問 きょう、荒井先生のお話を聞いて、非

常に同感だと思います。この 10 日間の政府の

動き、なぜ再稼働するのか、非常におかしな動

きで、4大臣と仙谷さんの動きはおかしいなと

思っていたんでが、荒井先生のような、こうい

うことを主張する方がいて、安心しました。ぜ

ひ超党派でやっていただきたいと思います。 

質問は、1億 8,000 万 kＷの 30万 kＷだけ足

りない、原発をとめても 30 万 kＷを何とかす

ればいける、これはおそらく本当だと思います。

おそらく電力業界が隠しているんじゃないか

と思うんです。例えば、揚水発電がどうなって

いるのでしょうか。この数字を電力会社ははっ

きり出していないのですが。 

それから、第二次石油危機のときにも言われ

た、高校野球の日程をずらしたら、ピーク時に

随分助かるという話。要するに、準決勝、決勝

のときが一番暑くて、ビール飲みながらテレビ

をみて、ガンガン冷房をつけている、これの日

程を延ばす、これも一つの案です。 

それから、ウォッシャブルトイレですか、あ

れをつけっぱなしにして、水をあっためていて、

ヒーターをつけている、これもかなり食う。日

本だけなんですが、こういうところの節電対策

とかです。 

それから、電力業界が 3,000 億円の金を使っ

て、原発の立地対策の広報をやっているんです

が、これを例えば各家庭に 100万円ずつ補助金

を出して、5.2kＷの 200 万円のソーラー発電を

つくれば、100 万円で 30 万軒、5.2kＷで 150

万 kＷできるんですね。こういうような具体的

なことも提言していただいきたい。この 30 万

kＷはこうやれば乗り切れるよ、だから、原発

をとめても大丈夫だということをぜひ進めて

いただきたい。 

 

ピークカットの工夫をしていくべき 

 

荒井議員 まさしくそのとおりだと思いま

す。私は、たぶん省エネというか、ピーク電源

を調整していく最大のツールは、スマートメー

ターの普及だと思います。そのスマートメータ

ーの普及がまだ若干進んでいない。ここにもち

ゃんと補助金を出して、スマートメーターの普

及ということをやっていくということが、結果

的にはそうなるんじゃないかなと思います。 

それから、民間のコジェネとか、民間の発電

会社の振興ということもやるべきではないか

なというふうに思いますが、ことしの夏に間に

合うかどうかということがあります。 

私は、この 1年間をみていて、この夏にエネ

庁は、たぶん原発の全面ストップというのはな

いだろうと読んでいたんだろうと思うんです。

そのために、ピークの電力をどういうふうに処

理をしていくのかという具体的な作業を、あま

りやっていなかったんじゃないだろうかとい

う感じがします。例えば揚水発電の話を聞くと、

揚水発電は基盤電力で揚水をするので、夜の基

盤電力でやる。夜の基盤電力というのは発電コ

ストの安い原発なんだと。だから原発が停止を

すると、揚水発電はできない。こういうことな

んですけれども、ピークのところのカットの量
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というのはものすごくありますから、夜やらな

くても、余裕のところで揚水ができるはずなん

です。でも、そういうことは検討の中にはたぶ

ん入っていないだろうと思います。 

そういうことの一番の工夫は、しゃくなんで

すが、大阪市長の橋下さんが「電力が足りなく

なったら、自分がテレビに出て、いま電力が足

りなくなっているので、ぜひ節電してください

というと、選挙対策にもなるし、電力の対策に

もなる」とかいっているという話、あの人なら

本当にやりそうだなという感じがするんです

けれども、そういうことなのかなあと思います

ね。 

 

質問 きょうはありがとうございました。 

民主党内の論議がどうなるかなんですが、先

生としては、あくまで党の見解をまとめる、と

いう先ほどの話でいかれるのか。それとも、き

ょうの緊急提言の 5条件みたいなものの、すべ

てあるいは一部を政府なり 4 大臣会合のほう

が取り入れるというような流れがあり得るの

か。あるいは、党内論議が始まったといっても、

結局のところガス抜きで、あまりうるさいから、

とにかく開いていわせるだけいわせておけと

いうようなことになるおそれはないのかどう

か、このあたりはいかがでしょうか。 

 

荒井議員 大変タッチーな部分でございま

して、特に私の立場としては説明がしづらいん

ですけれども、私は、あくまでもやはり党内論

議を深めて、党内としての一定の見解を出すべ

きだと考えています。なぜならば、政府与党は、

選挙民や住民は同じとみているわけですから、

これは政府が決めたので、与党の私たちは関係

ないということは、地元に帰っていえません。

国民に対してそれはいえないんです。政府を支

えるのが与党です。政府のいっていることと、

与党としての私たちの考えとが全然違うとい

うのでは、どこから出てきた政府かという話に

なると思うんです。 

したがって、政府が再稼働するというのであ

るならば、まず一番最初に国民の代表者である、

しかも、その中の自分たちを選んでくれた与党

の議員を説得する説明をするというところか

らしか始まらないのではないか。これが私の見

解でありますから、そういうことをずっと主張

してきました。やっと昨日、三部会（経産部門

会議・エネルギーＰＴ・原発ＰＴ合同会議）で、

党の中の意見をまとめるという方向なのか、ま

だよくあの性格がわからないんですけれども、

一応議論が始まった、というふうに私はとらえ

ています。 

 

司会 よろしいでしょうか。それでは、きょ

うの研究会を終わらせていただきますけれど

も、最後に、きょう荒井座長が日本記者クラブ

で記帳された言葉は、私をなくすといいますか、

「無私」というふうに書かれておりまして、こ

れからのエネルギー対策について、国民にぜひ

納得のいく政策を打ち出していただきたいと

思います。 

本当にきょうはどうもありがとうございま

した。 

 

荒井議員 どうもありがとうございました。

（拍手） 

（文責・編集部）

 



 
2012.4.18 日本記者クラブ講演 

 
 

民主党原発事故収束対策 PT 座長 

衆議院議員 荒井 聰 

 

原発再稼働問題と日本のエネルギー政策について 

 

 

１．欠陥だらけの我が国の原子力政策（安全神話） 

① 無過失・無限責任の原子力損害賠償法 ―1200 億円が限度 

② サイト外の放射能汚染については所管省庁がなかった 

③ 2007 年 IAEA 勧告 

～安全規制官庁と原発推進官庁分離勧告を放置 

④ 国際的な原子力事故損害賠償の条約への不参加 

～現在、アメリカを中心とする CSC 条約への参加に向け検討作業中 

⑤ もうすぐ使用済み核燃料の貯蔵限界―別紙資料 

 

２．過去の教訓に学ぶべきこと 

①スリーマイル島事故…ケムニーレポート、ロゴビンレポート、上下院調査報

告など主要レポートが 6本 

・規制の制度改革、事故原因、無人地帯や退避計画や、原発行政をとりまく

産業のあり方など、原発政策全体については TMI からの教訓大。 

 

②チェルノブイリ事故 

・除染、強制移住や補償、モニタリング、健康調査・医療など事故後の住民

対策はチェルノブイリに学ぶべきことが多い。 

   ・ウクライナ、ベラルーシとの間で原子力災害協定締結の準備中。 

 

３． 再稼働と今後の原子力政策 

① 原発 PT「再稼働問題に関する緊急提言」―別紙資料 

② 福島第一原発はより巨大なシビアアクシデントに至る可能性があったこと

への反省 

③ 「原発推進」か「脱原発」かの議論からの脱却 

原子炉規制法改正に伴う 40 年廃炉ルールの持つ意味―別紙資料 

④ 4/17 経済産業部門・エネルギーPT・原発 PT の合同会議開催 

・原発再稼働について（四大臣会合の説明：北神経産政務官、仙谷政調代行） 

 ⇒近日中に第二回会合を持ち、議論を継続することを確認。 



2012 年 4 月 10 日 
 

原発再稼働問題に関する緊急提言 

―「原子炉の安全」から「人々の安全」へ ― 
 

原発事故収束対策 PT 
座長 荒井聰 

 
 

4 月 6 日、野田内閣総理大臣をはじめとする関係四閣僚は「原子力の再

起動にあたっての安全性に関する判断基準」（以下 「判断基準」と略す）

を決定した。 
 
 しかし、原発再稼働問題は、国民生活の安全に重大な影響を及ぼす問題

であり、政権・与党としての判断をしなければならないと考える。四閣僚

のみの判断ではなく、党としての見解をまとめることを強く求めるもので

ある。 
 

ストレステスト 1 次評価は「炉心溶融」に至らない原子炉の耐性を評価

したに過ぎず、「万が一」あるいは「想定外」の事故が発生した場合の「住

民の安全」を担保するものではない。だからこそ、班目原子力安全委員長

は、2 次評価まで行ったうえでの「安全の確認」について発言しているの

ではないか。 
 
そもそも、「判断基準」では「福島第 1」における事故原因を「津波に

よる全電源喪失」に帰しているが、政府が設置している事故調査委員会の

最終報告並びに国会に設置されている事故調査委員会の報告も、これから

行われるのであり、「地震による重要な設備の損傷の可能性」について、

その報告を待たなければならない。 
  
事故調査委員会の正式な報告がなされていない段階で、今回の悲惨な原

発事故の責任の相当部分を負わなければならない「原子力安全・保安院」

の解析結果を「判断基準」の出発点にすることは、「安全神話」の復活に

他ならないのではないか。 
 



以上を踏まえたうえで、「安全神話」と決別し、「原子炉の安全」ではな

く「住民の安全を守る」という観点から当 PT は、以下の点を再稼働を判

断するにあたっての「前提条件」として政府に強く申し入れるものである。 
 
1、「国会事故調」並びに「政府事故調」の報告による事故原因の究明・解

析を待ち、その知見を再稼働に向けての判断の中に取り入れるべきで

ある。 
 
2、国会に提案されている「原子力規制庁法案等」を与野党の精力的な審

議により一刻も早く成立をさせ、「住民の安全を守る」為の新規制組織、

法律、マニュアル等の策定を待つこと。 
 
3、2、に関連して改正原子力災害対策特別措置法が施行される。これに基

く地域防災計画（拡大された UPZ における避難計画等）の策定を待つ

こと。 
 
4、中越地震における柏崎刈羽の事故を教訓として福島第 1 に「免震重要

棟」が設置されていたことが、今回の事故における、現場の作業を支

えた「最後の砦」であった。免震重要棟のない発電所においては、早

急にその設置を行うこと。 
 
5、「住民の安全を守る」観点から、止むを得ず格納容器ベントをせざるを

得ない事態等が想定されるところ。「ベント管の設置」あるいは「放射

性物質を除去するためのフィルター設置」は必須である。 
 
 

「原発安全神話」とは「原発は安全である。だから住民の安全対策はす

る必要がないのです。」というものであった。それが、福島第 1 の悲劇に

つながった。今回の「判断基準」は「原発は安全である。だから住民の安

全対策はこれからやればよいのです。」という「新たな安全神話の復活」

につながっている。 
「安全神話」と決別する為に、「前提条件」を踏まえて冷静な判断を政

府に求めるものである。 
以上 







今夏の電力需給見込みと対策について
１．原子力発電所の再稼働がなく、政府の追加対策等もない場合の今夏の電力需給見通し

（平成23年7月29日 エネルギー環境会議発表）

２. エネルギー需給安定行動計画（平成23年11月1日 エネルギー環境会議決定）

３．原子力安全対策の徹底

事業者による
ストレステスト

保安院による評価・
原子力委員会の確認

政治的な総合判断

※ただし①予備率確保の必要性、②燃料制約等による供給変動、③政策効果の
幅などによる需給ギャップの拡大リスクに留意が必要。

省エネ等による
総需要抑制

電力会社の
経営効率化

②電力コスト抑制対策①需給ギャップ解消対策

○原子力発電が定期検査後復帰しない場合、5月には全て停止の可能性。

○一昨年並みの最大電力需要を見込む場合、今夏最大約1割の電力不足、約2割の電力コスト上昇リスクあり。

○約5800億円の平成23年度予算措置、26の重点項目を含む規制改革※、電力会社の経営効率化等で今夏の需
給ギャップ、電力コスト上昇を回避すべく計画を策定。
※規制改革についてはエネルギー・環境会議と行政刷新規制改革事務局が連携して検討を進める。

（参考）




